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研究ノート  

雪による車両滞留イベントデータベースの構築と 
それを用いた発生特性の分析 

村  田  晴  彦1＊，河  島  克  久2 

要  旨 
 雪による車両滞留の発生特性の解明を目的に，データベースの構築とそれを用いた分析を行った．
データベース構築では，インターネット上で検索できる道路管理者の発表資料，報道資料，公的機関
等の Twitter 情報を活用し，データの収集を行った．また，発生特性の分析は，発生件数の経年変
化，発生地域，道路区分，発生月，発生時刻，発生原因，発端となった車種，滞留規模の 8 項目を対
象に行った．その結果，1986 年 1 月～2021 年 4 月の期間に発生した計 423 イベントがデータベース
化された．発生特性については，車両滞留イベントが近年多発傾向にあること，発生場所は北陸地方
が最も多いものの，非積雪地域を含めた 40 都道府県にわたっていること，発生時刻は日中に多い一
方，未明から早朝までの時間帯には少ないことがわかった．さらに，北海道の場合，視程障害や吹き
だまり・多量の新雪が原因となる割合が高いが，全国的に見ると圧雪路面でのスタックが原因のイベ
ントが圧倒的に多いこと，大規模車両滞留のほとんどは 2010 年以降に北陸地方，山陰地方，非積雪
地域の高速道路や直轄国道において，大型車が発端となり発生していること等が明らかになった． 

キーワード：雪による車両滞留，交通障害，データベース，冬期道路管理 
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1． はじめに 
 2020 年 12 月 14 日から 21 日にかけての強い冬
型の気圧配置に伴う降雪は，最大 24 時間累積降
雪量が 113 cm（アメダス湯沢）に達する大雪で
あり，新潟県の関越道において大規模車両滞留を
誘発した．東日本高速道路株式会社（2020）によ
ると，この車両滞留の規模は，滞留台数 2100 台，
滞留時間 52 時間，通行止め時間 64 時間にも及ん
でおり，長時間にわたって道路交通を機能不全に
陥れたことで，地域の社会経済活動に大きな被害
をもたらした．さらに，このイベントの発生から
1 ヶ月も経たない 2021 年 1 月 9 日から，北陸地方

は再び大雪に見舞われ，福井県の北陸道では，滞
留台数 1600 台にも及ぶ大規模車両滞留が発生し
た．また，北陸道の通行止めにより交通が集中し
た並行する国道 8 号でも，渋滞長最大 15.5 km の
大規模車両滞留が発生した（国土交通省，2021a）． 
 こうした大雪時の車両滞留は 2020/21 年冬期の
北陸地方に限らず，全国的に頻発しており，近年，
大きな問題となっている．そこで，国土交通省は
車両滞留の発生を防止・軽減するため，大雪時の
対応に関する基本的な考え方を「人命を最優先に，
幹線道路上での大規模な車両滞留を徹底的に回避
すること」としており，高速道路をはじめとする
幹線道路では計画的・予防的通行止めによる集中
除雪の強化に取り組んでいる．このほかにも，タ
イムラインの作成，除雪体制の強化，チェーン等
の装着の徹底，道路利用者の行動変容を促すため
の情報発信といったソフト的対応や道路ネット
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ワークの強化，車両待機スペースの確保といった
ハード的対応など様々な取り組みの強化を進めて
いる（国土交通省，2021b）． 
 一方で，上記の対策は，交通の安定性確保や道
路管理における経済性の観点から効率的かつ効果
的に実施されることが求められる．そのためには，
雪による車両滞留の発生特性（車両滞留が発生し
やすい場所や時刻，車両滞留の発端となりやすい
車種，発生原因，気象条件などの特徴）を明らか
にするとともに，それらを道路管理者が適切に把
握し，対策に活かせるようにしておくことが重要
である． 
 車両滞留の発生特性の解明に関連した研究とし
て，過去に発生した多数の車両滞留イベントを統
計的に分析した取り組みがある．例えば，池原ら

（2019）は，国土交通省が 2010 年度以降に直轄国
道で発生した冬期の登坂不能車を 1 台ごとにまと
めたデータベース（佐藤ら，2018）を用いて，年
度別，月別，地域別，気温別，路面状態別，車種
別，タイヤ状態別，道路勾配別にスタック車両の
発生頻度の分析を行っている．また，高橋ら

（2020）は，北海道，東北，北陸地方における直
轄国道の管理事務所を対象とした発生特性に関す
るアンケート調査とヒアリング調査を実施し，車
両滞留の発生要因として，気象要因（時間降雪量
が多いなど），道路利用者による人的要因（冬タ
イヤ・チェーン未装着など），道路構造特性によ
る速度低下要因（急勾配・長い坂道・カーブなど）
があることを指摘した．さらに，村田・河島

（2021）は，合計 47 件の車両滞留イベント発生時
の気象特性の分析を行い，発生前の気象（降雪量，
気温，風速）の推移から，車両滞留イベントが大
雪タイプと強風タイプに分類できることを示し，
各タイプが発生しやすい気象条件を明らかにした． 
 前述の通り，発生特性の統計的な分析のための
データとしては，国土交通省のデータベースがあ
る．しかし，このデータベースでは，収録対象が
2010 年度以降のイベントに限られることに加え
て，高速道路や都道府県道などで発生したイベン
トは収録されていない．また，収録データは登坂
不能に陥った車両についてのみであり，登坂不能
車以外の車両も含めたイベント単位での滞留規模
や発生状況は不明である．さらに，このデータ

ベースは公開されておらず，道路管理者や研究者
が広く活用することができないといった課題があ
る．そこで本研究では，わが国における過去の雪
による車両滞留イベントを俯瞰するとともに，そ
の発生特性の分析に供することを目的として，
データベースを構築することとした．そのため，
本研究で構築するデータベースには，高速道路会
社，都道府県，市町村の管理道路も含め，全国で
発生した雪による車両滞留イベントを収集・収録
した．さらに，今後の効率的かつ効果的な車両滞
留対策の検討に資することを目的として，構築し
たデータベースを用いて車両滞留の発生特性の分
析を行った． 

2． 雪による車両滞留イベントの発生原因 
 雪による車両滞留の発生原因としては，前述し
た関越道などのイベントのような多量の降積雪の
他に，吹雪に伴う現象など，様々な事象が考えら
れる．そこで，まず始めに，過去に発生した車両
滞留イベントに関する資料を参考に，雪による車
両滞留の発生原因を整理した．その結果，本研究
では発生原因を圧雪路面におけるスタック（以下，
圧雪スタックと呼ぶ），吹きだまりや新雪路面に
おけるスタック（以下，新雪スタックと呼ぶ），
凍結路面におけるスタック（以下，凍結スタック
と呼ぶ），吹雪に伴う視程障害による走行不能

（以下，視程障害と呼ぶ），堆雪の成長に伴う有効
幅員の減少による車両の離合困難（以下，離合困
難と呼ぶ）の 5 つに大別することとした． 
 1 つ目の圧雪スタックによるイベントとして，
2021 年 1 月に福井県の国道 8 号で発生した車両
滞留が挙げられる．藤本ら（2021）は現地調査を
行い，発生当時の路面は圧雪に覆われた状態であ
り，特に，車両滞留の先頭付近や交差点の手前な
どの停車時間が長い場所では，圧雪上に窪みや凹
凸が形成されていたことを確認している．また，
この様な圧雪上の窪みにタイヤが嵌り，発進不能
に陥ることが圧雪スタックの原因であることを明
らかにした．さらに，窪みの形成には，車両の停
発進やタイヤの空転によるタイヤ直下の圧雪の融
解・圧密が影響しており，このプロセスにおいて，
タイヤ前面の圧雪表面に傾斜が生じること，圧雪
表面が平滑化されるとともにすべり摩擦係数が低
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下することなどにより，タイヤは益々空転しやす
くなることを車両試験から明らかにしている． 
 2 つ目の新雪スタックは，吹きだまりや深い新
雪が発進時の物理的な障害となることで発生する．
例えば，金子ら（2013）は吹きだまりを模擬した
積雪路面で車両発進実験を行い，吹きだまりの深
さが 15 cm を超えると車両の発進が困難になると
いう結果を得ている．2010 年 2 月に新潟県新潟
市の広域農道で発生した車両滞留は新雪スタック
によるイベントの 1 つであり，地吹雪により形成
された吹きだまりにはまり，動けなくなった車両
が 77 台も発生した（国土交通省北陸地方整備局
道路部，2010）．また，新雪スタックでは，雪が
物理的な障害となるだけでなく，吹きだまりや深
い新雪に乗り上げてしまった場合には，車両底部
で荷重を受けてしまうため，タイヤが空転し，走
行不能状態に陥ることがある． 
 3 つ目の凍結スタックは，日射や車両からの熱
により融解した路面積雪が気温低下に伴い再凍結
することで，すべり摩擦係数が非常に小さい凍結
路面が形成され，タイヤの空転やスリップによる
車線閉塞を誘発することで発生する．2017 年 2
月に静岡県の新東名道で発生した車両滞留も，高
架橋上で積雪が急激な気温の低下に伴い凍結し，
大型車が車線を閉塞したことで発生している（岡
田，2018）． 
 4 つ目の視程障害は，吹雪時に運転者が周囲の
視覚情報を得難くなるため，車両を停止せざるを
得なくなり発生する．例えば，2008 年 2 月に北
海道の国道 274 号で発生した車両滞留では，発達
した低気圧の通過に伴い，風速が 5 ms－1 を超え
た頃から低速運転の状態が始まり，10 ms－1 以上
の強風が継続し始めた頃からは立ち往生する車両
が生じている（丹治・竹内，2009）．また，福澤
ら（1996）は移動観測車による調査から，吹雪時
に走行不能となる臨界視程が約 20 m であること
を明らかにしている． 
 5 つ目の離合困難は，多量降雪時に路肩の堆雪
が増加し，有効幅員が減少することで，対向車同
士のすれ違いが困難になり発生する．例えば，
2017 年 1 月に車両滞留が発生した鳥取県の国道
373 号では，沿道に人家がある幅員狭小箇所にお
いて，大雪のため大型車同士がすれ違えなくなり

発生した（鳥取県県土整備部道路企画課維持担当，
2018）． 

3． データベースの構築 
3. 1 収集した資料 
 本研究では，インターネット上で検索できる道
路管理者による発表資料，報道資料，Twitter 情
報をもとに，2 章で示したような雪による車両滞
留イベントの抽出を行った．道路管理者による発
表資料としては，冬期の道路管理状況をまとめた
記録や大規模な車両滞留イベント後に行われた対
策会議の資料などを用いた．報道資料としては，
全国紙や地方紙，テレビ局各社のウェブサイトで
閲覧できる記事を検索の対象とした．さらに，新
聞記事のデータベースである，朝日新聞社の「朝
日新聞クロスサーチ」（収録期間 1984 年 8 月以
降），毎日新聞社の「毎索」（同 1872 年以降），新
潟日報社の「新潟日報記事データベース」（同
2002 年 4 月以降）も用いた．また，Twitter 情
報については，より情報の信頼性が高いと考えら
れる道路管理者もしくは報道機関による投稿のみ
を使用した．さらに，検索対象期間は 2020/21 年
冬期から，可能な限り遡ることとした．ただし，
本データベースでは交通事故，雪崩，倒木を原因
とする車両滞留イベントは対象外とした． 
3. 2 データベースの概要 
 本研究で構築したデータベースは「雪による車
両滞留イベントデータベース」と名付け，新潟大
学災害・復興科学研究所のウェブページ（http: 
//www.nhdr.niigata-u.ac.jp/）で公開している．
本データベースには 1986 年 1 月～2021 年 4 月の
期間に発生した計 423 イベントが収録されており，
都道府県名から車両滞留イベントを選択し，詳細
情報を閲覧することができる．詳細情報には，表
1 に示す通り，イベントを判別するための番号，
発生年月日，発生時刻，発生場所，路線名，発生
原因，車両滞留の発端となった車種，滞留規模

（台数，距離，時間），その他の発生時の状況，
データソースの計 12 項目が含まれている． 

4． 発生特性の分析方法 
 本研究では「発生件数の経年変化」，「発生地
域」，「道路区分」，「発生月」，「発生時刻」，「発生
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原因」，「発端となった車種」，「滞留規模」の計 8
項目に注目し，項目ごとや項目間の関係の特徴を
分析した． 
 発生地域，道路区分，発生時刻の 3 項目につい
ては，次のような方法でデータを整理し，分析に
用いた．まず発生地域については，イベント発生
場所の住所にもとづいて北海道，東北地方，北陸
地方（新潟県，群馬・長野・岐阜・滋賀の各県の
北部を含む），山陰地方（京都・兵庫・岡山・広
島の各県の北部を含むが山口県は除く），非積雪
地域（上記の 4 地方以外）の 5 つに分類した．次
の道路区分については，高速道路，一般国道，都
道府県道，市町村道の 4 つに分類した．ただし，
一般国道については，必要に応じて，国が管理す
る国道である直轄国道と都府県が管理する国道で
ある補助国道に分類して分析を行った．また，一
般国道であっても自動車専用道路は構造や機能を
考慮し，高速道路に含めた．さらに発生時刻につ
いては，毎時 30 分を境に切り捨てもしくは切り
上げを行い 1 時間単位で表した．例えば，0 時半
から 1 時半の間に発生したイベントは 1 時に分類
した． 

 なお，イベントによっては発生地域と発生月以
外のいずれかの項目の情報が不明な場合がある．
その場合には項目ごとに情報が明らかなイベント
のみを分析対象とした． 

5． 発生特性の分析結果 
5. 1 発生件数の経年変化 
 発生件数の経年変化を図 1 に示す．本研究で確
認された最も古い車両滞留は，1986 年 1 月 14 日
北海道当別町の国道 337 号で発生したイベントで
ある．これが発生した 1985/86 年冬期の直後の 4
冬期には車両滞留イベントは認められないが，
1990/91 年冬期以降ではすべての冬期で少なくと
も 1 件は発生している．また，1993/94 年冬期以
降，5 件以上発生する冬期が散見されるように
なったものの，1993/94 年冬期から 2008/09 年冬
期までは顕著な件数の変化はない．ところが，
2009/10 年冬期から件数が増加し，15 件以上発生
する冬期が多発している．ただし，2018/19 年冬
期と 2019/20 年冬期については全国的に少雪で
あったため，発生は 5 件以下である．なお，
2020/21 年冬期には 111 件の発生が確認されてい

表 1 データベースに収録した項目とその概要． 
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る．これは 2020/21 年冬期が大雪であったため，
実際に発生が多かったということもあるが，それ
に加えて，直近の出来事であるため，情報の収集
が容易であったことも大きく影響している可能性
がある． 
5. 2 発生地域 
 発生地点の分布を図 2 に示す．発生地点は 40
都道府県にわたっており，多雪地域である日本海
側地域に限らず，本州の太平洋側地域や九州・四
国地方も含めて，全国的に分布している．さらに，
5 つに分類した地域別でみると，北陸地方 142 件，
非積雪地域 103 件，東北地方 67 件，山陰地方 60
件，北海道 51 件の順に多い．北陸地方の中では
新潟県が 82 件と最も多く，都道府県別にみても
最多である．また，非積雪地域の中では，首都圏

や京阪神圏などの都市部やその近郊で発生件数が
多い． 
5. 3 道路区分 
 道路区分が明らかな 377 イベントについて，そ
の内訳を図 3 に示す．最も多いのが一般国道であ
り，260 件発生している．その内の約 70 %は国が
管理を行う直轄国道である．2 番目に多いのは高
速道路であり，70 件発生している．このように
直轄国道や高速道路といった全国的な道路網を形
成し，経済活動を行う上で重要な都市間の輸送を
担う幹線道路での発生が多いことが雪による車両
滞留イベントの大きな特徴である．反対に，地方
の道路網を形成する補助国道や都道府県道，地域
内の生活道路としての役割を担う市町村道のよう
に地域内の輸送を担う側面が強い道路ほど発生件
数は少ない． 
5. 4 発生月 
 発生月別の件数を図 4 に示す．発生は 1 月，2
月，12 月の順に多く，初冬から厳冬期に集中し
ている．また，地域別に見た発生月の割合は図 5
の通りである．2 月に発生件数が最多となる北海
道では 10 月や 4 月にも発生が認められ，発生期
間が長いという特徴がある．北海道以外の 4 地域
における最頻月は，東北地方が 12 月，北陸地方， 

 

図 1 発生件数の経年変化． 

 

 

図 2 発生地点の分布（N=423）． 

 

 

図 3 道路区分別発生件数． 
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山陰地方，非積雪地域は 1 月というように地域に
よって異なっている． 
5. 5 発生時刻 
 発生時刻と道路区分が明らかな 247 イベントに
ついて 1 時間ごとの道路区分別発生件数を図 6 に
示す．時刻別の件数は 0 時～6 時までは 1 時間当
たり 3～8 件で推移している．7 時以降は時間の
経過とともに増加し，12 時～14 時にかけて 1 時
間当たり 14～18 件のピークが見られる．その後，
時間の経過とともに緩やかに減少し，23 時には 1
時間当たりの件数は 9 件になる．このように車両
滞留の発生には，日中に多く，未明から早朝に少
ないという日内変動が明瞭に認められる．さらに，
この日内変動は発生件数が少ない市町村道を除き，

すべての道路区分で認められる． 
5. 6 発生原因 
 発生原因が明らかな 298 イベントについて，発
生原因別の件数を図 7 に示す．その内訳を割合で
示すと，圧雪スタック 76 %，新雪スタック 11 %，
視程障害 7 %，凍結スタック 5 %，離合困難 1 %で
あり，全体で見ると大多数のイベントで圧雪ス
タックが原因となっている．さらに，図 8 に示す 
ように，地域別の発生原因割合を見ると，北海道
では視程障害が 30 %，新雪スタックが 57 %と高
く，他の地域とは大きく異なっている．また，東
北地方では圧雪スタックによる発生が最も多いも
のの，視程障害と新雪スタックがそれぞれ 13 %
と 14 %を占めている．北陸地方や山陰地方では
ほとんどすべてが圧雪スタックによる発生である．
しかし，非積雪地域では圧雪スタックによる発生
が多いものの，凍結スタックも 22 %と比較的高
い割合で発生している．このように，全体での発
生原因は大多数が圧雪スタックであるが，地域ご
とに見ると，北海道や東北地方といった寒冷な地
域ほど視程障害や新雪スタックによる発生の割合
が高く，非積雪地域では凍結スタックによる発生
の割合が高いという特徴が認められる． 

 

図 5 地域別発生月割合． 

 

 

図 6 時刻別発生件数． 

 

 

図 4 月別発生件数． 

 

 

図 8 地域別発生原因割合． 

 

 

図 7 原因別発生件数． 
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5. 7 発端となった車種 
 車両滞留の発端となった車種が明らかな 225 イ
ベントについて分析した．その結果，大型車 190
件，中型車 1 件，小型車 19 件，大型車と小型車
の両方を含む混在 14 件，その他（重機）1 件で
あり，全体の 84 %のイベントで大型車が発端と
なっている． 
 さらに，発端となった車種と発生原因の両方が
明らかな 165 イベントについて，発生原因別に発
端となった車種の割合を調べた．その結果，図 9
に示す通り，圧雪スタックによる発生の場合には
大型車が発端となった割合が 88 %と極端に高い．
さらに，データ数は少ないものの，凍結スタック
と離合困難では大型車が 100 %である．一方，視
程障害と新雪スタックによる発生の場合には，こ
ちらもデータ数が少ないものの，小型車や大型車
と小型車の両方を含む混在もある程度高い割合を
占めており，圧雪スタック，凍結スタック，離合
困難の場合とは差異が見られる． 
5. 8 滞留規模 
 滞留規模は滞留台数，滞留距離，滞留時間の 3
種類で表される．この 3 つの中で滞留台数が明ら
かとなっているイベントが最も多い（162 件）た
め，本研究では，まず滞留台数を基準に滞留規模
を分類した．滞留台数の範囲が 1～2100 台までで
あることを考慮し，滞留台数を 1～100 台，100～
500 台，500 台以上の 3 段階に分け，順に小規模，
中規模，大規模と呼ぶこととした．滞留台数が不
明であっても滞留距離や滞留時間が明らかなイベ
ントについては，滞留台数と滞留距離や滞留時間
との関係に基づいて，上記の 3 段階の滞留規模の
推定を試みた．滞留台数と滞留距離や滞留時間と

の間には，図 10 に示す通り相関関係が認められ，
原点を通る直線で回帰した場合の決定係数（R2）
はそれぞれ 0.8924，0.6393 であった．R2 がある
程度高いことから，滞留台数と滞留距離や滞留時
間との関係は直線回帰式で当てはめることが可能
と考えることとした．そこで，滞留台数によって
分類した 3 段階の滞留規模を，図 10 に示した原
点を通る直線回帰式を用いて滞留距離と滞留時間
で表すと表 2 のようになり，これによって滞留台
数が不明であっても滞留距離もしくは滞留時間が
明らかなイベントの規模を判断できる．ただし，
滞留距離と滞留時間の両方が明らかな滞留台数不
明のイベントについては，R2 がより高い滞留距
離によって決まる規模を用いることとする． 
 表 2 の判断基準を適用した結果，滞留規模を表
す 3 種類の要素の内，いずれかが明らかな計 270
イベントは，大規模 17 件，中規模 57 件，小規模
196 件に分類された．発生地域，道路区分，発端
となった車種別に滞留規模の割合をみた結果を図
11 に示す．図 11 a の発生地域別では，大規模イ
ベントの発生は北陸地方，山陰地方，非積雪地域
のみであり，北海道や東北地方では発生していな
い．図 11b の道路区分別では，大規模イベント
は高速道路や一般国道のみで発生しており，一般

 

図 9 発生原因別の発端車種割合． 

 

 

図 10 滞留台数と滞留距離（a）及び滞留時間（b）
の関係（破線：回帰直線）． 

 

表 2 滞留規模の判断に用いた基準． 
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国道については全て直轄国道である．また，高速
道路は一般国道に比べて大規模イベントの占める
割合が高いことから，高速道路で車両滞留が発生
すると規模が拡大しやすいことがわかる．発端と
なった車種別（発生件数が 1 件であった「中型車」
と「その他」は除く）にみた図 11c からは，大規
模イベントの発端は全て大型車であり，大型車は
小型車や混在と比べて中規模以上の占める割合も
圧倒的に大きいことから，大型車が発端となった
場合には規模が拡大しやすいことが分かる．以上
から，大規模な車両滞留は北陸地方，山陰地方，
非積雪地域における広域的な都市間交通を担う幹
線道路において，大型車が発端となった場合に起
こりやすいと言える． 

6． 考察 
 本章では，前章で明らかになった車両滞留の発
生特性の内，発生件数の経年変化と日内変動を取
り上げ，それらの特徴をもたらしている背景や要
因について考察する．また，雪による車両滞留の
問題の中でも特に重要性が高いと思われる大規模
車両滞留イベントに注目し，その特徴について分
析した． 
6. 1 発生件数の経年変化に関わる要因 
 発生件数の経年変化には，図 1 に示すように，
1990/91 年冬期以降毎年のように発生するように
なったこと，2009/10 年冬期以降件数が増加した
ことの 2 つの大きな特徴が見られる．これには，
モータリゼーションの進展，積雪寒冷地域への高
速道路網の拡大，トラック輸送産業の進展，地域
間交流の活発化，スパイクタイヤの規制に伴う路
面環境の変化，雪の降り方の変化など，様々な影

響を反映した結果であると考えられるが，ここで
はスパイクタイヤの規制と雪の降り方の変化に注
目して考察する． 
 継続的な車両滞留の発生が見られるようになっ
た 1990/91 年冬期は 1990 年 6 月に「スパイクタ
イヤの粉じん発生の防止に関する法律」が可決成
立してから初めての冬期に当たる．また，スパイ
クタイヤの使用が実際に原則として禁止となった
のは，一般車では 1991 年 4 月以降，大型車につ
いては 1993 年 4 月以降である（青井，1995）．す
なわち，全車種で原則使用が禁止となってから初
めての冬期が 1993/94 年冬期であり，一冬期に 5
件以上発生するようになった時期と一致している．
さらに，宮本・浅野（2001）は，走行車両が全て
スタッドレスタイヤの場合は，一部にスパイクタ
イヤの車両が含まれる場合と比較して，少ない走
行回数で路面のすべり摩擦係数が低下することを
実車試験から明らかにしている．これらのことか
ら，スパイクタイヤの規制に伴うタイヤの種類の
変化はすべりやすい路面の形成に寄与し，その結
果，発生件数が増加した可能性が考えられる． 
 次に，雪の降り方の変化に焦点を当てる．伊藤

（2020）によると，積雪地域内に位置する 22 箇所
の気象台における平成時代の 30 年間（1989～
2018 年度）の年平均累計降雪量を昭和時代の 29
年間（1960～1988 年度）と比較すると約 20 %の
減少が見られる．一方で，平成時代の日平均降雪
量は 1989～2003 年度が 3～4 cm/day 程度であっ
たのに対し，2004 年度から増加傾向に転じ，
2004～2018 年度は概ね 6～7 cm/day で推移して
いる．また，河島ら（2020）による鳥取県を対象
とした豪雪年の日降雪量の出現頻度の分析による

 

図 11 発生地域（a），道路区分（b），発端となった車種（c）別にみた滞留規模の割合． 
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と，1983/84 年冬期（昭和 59 年豪雪）と 2016/17
年冬期（平成 29 年豪雪）とを比較した結果，20 
cm/day 以上の日降雪量の出現頻度は圧倒的に前
者の方が多いものの，40 cm/day 以上の日降雪量
に注目すると後者の方が多くなっている．しかも
後者では，前者で見られなかった 70 cm/day 以
上の日降雪量も出現している．これらのことから，
近年の雪の降り方は，極端に言うならば，比較的
弱い降雪が頻発する降り方から，これまでにない
ような短時間の強い降雪の散発的出現へと変化し
てきていると考えられる．著者らは，車両滞留発
生時の気象特性解析から，大雪時の車両滞留は
24 時間累積降雪量が概ね 40～100 cm の場合に発
生していることを明らかにしており（村田・河島，
2021），近年の雪の降り方の変化は，2009/10 年
冬期以降における車両滞留の発生件数の増加に寄
与していると考えられる． 
6. 2 発生件数の日内変動に関わる要因 
 発生件数には，図 6 に示すように，日中に多い
一方，深夜から早朝にかけては少ないというよう
な日内変動の特徴が見られる．本節ではこうした
発生件数の日内変動に関わる要因の 1 つとして交
通量に注目して考察を行う． 
 図 12 は全国道路・街路交通情勢調査一般交通
量調査集計表（国土交通省，2017）を用い，高速
道路（a）と一般国道（b）における交通量の日
内変動を示したものである．ここでは，本研究で
分類した 5 つの地域ごとに，発生件数が多い都道
府県である北海道，山形県（東北地方），新潟県

（北陸地方），島根県（山陰地方），徳島県（非積
雪地域）を対象とし，各県内における全調査地点

の平均値を用いた．まず，（a）に注目すると，高
速道路における交通量は，未明から早朝までは少
ない状態が継続し，朝の通勤時間帯に合わせて急
激に増加する．その後，日中は交通量の多い状態
で推移し，夕方の帰宅時間帯以降は徐々に減少し
ていく．このような日内変動のパターンには都道
府県による大きな差異はない．次に，（b）に注
目すると，一般国道でも都道府県によらず，高速
道路と同様の日内変動のパターンが見られる．し
たがって，交通量の日内変動のパターンは地域や
道路区分によらないと言える．上記の交通量の日
内変動と図 6 で示した発生件数の日内変動を大ま
かに比べると，交通量が多い時間帯は発生件数も
多く，反対に，交通量が少ない時間帯は発生件数
も少なくなっている．第 2 章でも述べたように，
圧雪スタックによる車両滞留の発生には，車両の
停発進やタイヤの空転に伴う圧雪の形状・性質の
変化が大きく関係している．そのため，交通量が
多い時間帯は停発進や空転が繰り返されやすく，
それらに伴う融解・圧密により，圧雪スタックを
誘発する深い窪みが圧雪上に形成されやすい．し
たがって，停発進や空転頻度を左右する交通量は
車両滞留の発生件数の日内変動に関わる主要な要
因の 1 つであると考えられる． 
 一方，詳しく見た場合，時間帯によっては，発
生件数と交通量の日内変動には違いが認められる．
例えば，朝から日中のピークにかけて，前者は緩
やかに増加するのに対して，後者は急激に増加す
る．また，夕方から深夜にかけては，前者の減少
は緩やかであり，深夜の発生件数は未明の倍程度
であるのに対して，後者の場合，深夜には未明と

 

図 12 高速道路（a），一般国道（b）における都道府県別の交通量の日内変動． 
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同程度まで減少している．こうした差異が見られ
る要因として，除雪の実施時間帯も車両滞留の発
生に関わっている可能性が考えられる．道路除雪
は路線ごとに定められた管理水準に基づいて行わ
れている．管理水準が高い高速道路では除雪作業
は降雪状況などに応じて適宜実施される．それに
対して，例えば，北陸地方整備局管内の直轄国道
では未明から朝の通勤時間帯前までが新雪除雪の
標準的な作業時間となっている（国土交通省北陸
地方整備局道路部道路管理課，2014）．このよう
に，直轄国道や補助国道，都道府県道，市町村道
では交通の妨げとなりにくい未明から早朝の時間
帯に実施されることが多い．そのため，一般道路
では，除雪終了直後に当たる朝の通勤時間帯は厚
い圧雪が形成されにくいことに加え，路面上の吹
きだまりや新雪も除去されているため，交通量が
多くても，発生件数は少なくなる．反対に，夕方
から深夜の時間帯は除雪作業終了から時間が半日
以上経過しているため，大雪時には，路面上に厚
い圧雪が形成されやすく，交通量が減少しても，
発生件数は多くなる．以上のことから，発生件数
の日内変動は主に交通量の日内変動によって決ま

るが，除雪の実施時間帯も発生件数の抑制や助長
に関わっていることが考えられる． 
6. 3 大規模車両滞留の特徴 
 5. 8 節では滞留規模を 3 段階に分類し，規模と
発生地域，道路区分，発端となった車種との関係
について分析を行った．本研究における分類では，
小規模な滞留であれば 0～3 時間程度で解消する
一方で，大規模化すると滞留が半日以上継続する．
そのため，一度，大規模な車両滞留が発生すると，
社会経済や滞留に巻き込まれた人々の人命への影
響は非常に大きくなる．例えば，2020 年 12 月に
新潟県の関越道で発生した車両滞留では，計 5 名
が待機車両内での体調不良を訴えている（内閣府，
2020）．表 3 は本研究で大規模と判断された 17 イ
ベントについての情報を示したものである．「年
月日」に注目すると，17 件の内 13 件が 2009/10
年冬期以降に発生したイベントであり，近年，大
規模車両滞留が多数発生していることがわかる．
そこで，本節では大規模車両滞留に注目し，どう
いった場所や状況で発生しているのかといった特
徴について分析する． 
 表 3 の「発端車種」と「原因」に注目すると，

表 3 大規模車両滞留イベント一覧． 
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2017 年に新東名道で発生したイベントを除き，
情報が得られた大規模車両滞留イベントはすべて
大型車の圧雪スタックにより発生している．発進
不能状態に陥った車両が片側 2 車線の内 1 車線の
みを塞いでいる状況であれば，後続車両は側方を
通過することが可能である．一方で，車線をはみ
出して停止した場合には 2 車線を閉塞し，後続車
両の停止を誘発してしまう（山本ら，2021）．特
に大型車は車幅や車長が大きいため，小型車と比
べて車線を閉塞させやすい．加えて，大型車は人
力により発進不能状態を回避させることが困難で
あるため，けん引を行う重機などの到着を待つ必
要がある．したがって，大型車が発進不能状態に
陥った場合には解消までに時間を要しやすいと言
える．さらに，藤本ら（2021）によると，停車時
間が長くなると，タイヤの輪荷重やタイヤ熱によ
るタイヤ直下の圧雪の融解・圧密により，タイヤ
の沈降が進むことがわかっている．そのため，発
端となった車両の救出までの時間が長期化すると，
けん引作業を行っている間に，後続車両も発進不
能状態に陥るといった悪循環を招きやすくなり，
滞留規模の拡大につながると考えられる． 
 また，「路線」については，5. 8 節でも述べた
ように，大規模イベントの発生路線は高速道路か
直轄国道のどちらかである．さらに，表 3 に注目
すると，同じ路線で繰り返し発生しており，国道
8 号（5 件），国道 9 号（3 件），東名道・北陸道

（2 件ずつ）の順に多いことがわかる．これらは
主に首都圏，京阪神圏，中京圏といった太平洋側
の都市域と日本海側地域を結び，広域的な物流に
おいて重要な役割を担っており，大型車の通行量
が比較的多い路線である．加えて，2010/11 年冬
期に中国地方の直轄国道でスタックした車両を調
査した結果によると，スタックした車両の 55 %
が大型車であった．さらに，スタックした車両の
76 %が発生場所の県以外の車両であり，71 %がス
タッドレスタイヤやタイヤチェーン未装着の車両
であった（山田，2012）．このように，太平洋側
の都市域と日本海側地域を結ぶ高速道路や直轄国
道は雪道への備えが不十分な車両の流入が多い路
線でもあるため，上記の悪循環に拍車がかかりや
すいと考えられる． 
 さらに，「並行路線の通行止めの有無」につい

て調べた結果，情報が得られたほとんどすべての
イベントで並行路線の通行止めが発生の前から行
われていたことがわかった．特に，高速道路で通
行止めが実施された後に，並行する国道で大規模
車両滞留が発生していることが多い．一方の路線
で通行止めが行われた場合，並行するもう一方の
路線では交通の集中が発生する．そうした際には，
渋滞により除雪車の走行速度が低下するだけでな
く，一般車両が除雪作業の障害となりやすいため，
除雪効率は大幅に低下する（大泉，2012）．加え
て，交通の集中は滞留台数や滞留距離の増大も誘
発するため，解消までの時間が長期化してしまう．
したがって，並行路線で通行止めが実施されると
滞留規模は大きくなりやすいと言える． 
 以上のことから，大規模車両滞留イベントには
太平洋側の都市域と日本海側地域を結び，物流を
支える主要な幹線道路において，その並行路線の
通行止めにより交通が集中する中で，大型車の圧
雪スタックをきっかけに発生しているという特徴
がある． 

7． まとめ 
 本研究では，雪による車両滞留の発生特性の解
明を目的に，「雪による車両滞留イベントデータ
ベース」の構築とそれを用いた分析を行った．
データベースの構築では，インターネット検索を
活用し，1986 年 1 月～2021 年 4 月の期間に 40 都
道府県で発生した計 423 イベントをデータベース
化した．さらに，このデータベースを用いて発生
特性を分析した結果，以下のことが明らかになっ
た． 

（1）雪による車両滞留は 1990/91 年冬期以降毎年
発生していることに加え，2009/10 年冬期以
降発生件数の増加が認められる．前者ではス
パイクタイヤの規制に伴うすべりやすい路面
の頻発化，後者では雪の降り方の変化が要因
の 1 つとして考えられる． 

（2）発生場所は北陸地方が最も多く，次いで，非
積雪地域，東北地方，山陰地方，北海道の順
に多い．また，発生時期は初冬の 12 月から
厳冬期の 2 月までの 3 か月間に集中している
が，北海道では 3 月の発生件数も多い． 

（3）発生時刻には日中に多い一方，未明から早朝
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の時間帯は少ないという日内変動の特徴が見
られる．この要因として，交通量の日内変動
の特徴（日中に多く，早朝や深夜には少ない）
に加え，除雪作業が決まった時間帯に実施さ
れる路線では，作業終了以降の経過時間に伴
う厚い圧雪の形成が影響していると推測され
る． 

（4）東北地方，北陸地方，山陰地方，非積雪地域
の 4 地域における発生原因は，ほとんどが圧
雪スタックであるが，北海道のような寒冷な
地域では視程障害や新雪スタックを原因とし
た発生の割合の方が高い．また，車両滞留の
発端となった車種は全体の 84 %が大型車で
あるが，視程障害や新雪スタックが原因であ
る場合には小型車が発端となる割合も高い． 

（5）滞留台数が 500 台以上となるような大規模車
両滞留イベントは，太平洋側の都市域と日本
海側地域を結び，物流を支える主要な幹線道
路において，大型車の圧雪スタックをきっか
けに発生している．また，そのほとんどすべ
てで発生の前から並行路線で通行止めが行わ
れている． 

 本研究の結果，雪による車両滞留の原因の多く
が圧雪スタックであり，発端となった車種の内訳
は 84 %が大型車と極めて高いことがわかった．
さらに，情報が得られた大規模車両滞留イベント
のほとんどが大型車の圧雪スタックにより発生し
ていた．そのため，雪による車両滞留の問題を解
決する上で，大型車の圧雪スタックに注目するこ
とは重要であると言える．しかし，なぜ大型車が
圧雪スタックしやすいのかについては，未だ不明
な点も多く，今後解明すべき課題である． 
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Abstract:  We constructed and analyzed a database of vehicle-stranding events due to snow to 
investigate the occurrence characteristics of vehicle-stranding events caused by snowfall in Japan. The 
database was constructed by collecting data from road administrator's reports, online news reports, and 
reports posted on Twitter from public and media organizations. As a result, 423 events that occurred 
between January 1986 and April 2021 were compiled in the database. The characteristics of the events 
were analyzed by focusing on eight items, namely the yearly number of events, area of occurrence, 
road classification, month of occurrence, time of occurrence, cause of occurrence, type of vehicle that 
triggered the event, and scale of the event. The results show that vehicle-stranding events have been 
occurring increasingly in recent years; the Hokuriku region has the largest number of vehicle-stranding 
events, but there are events in 40 prefectures including non-snowy areas; many events occur during 
the daytime, while there are fewer events in the early morning and late evening; and most events are 
caused by vehicles getting stuck on compacted-snow road, but in Hokkaido, which is a cold region, most 
events are due to low visibility and snow drifts. Furthermore, it was found that most large-scale events 
after 2010 occurred on national expressways and national highways in the Hokuriku and Sanin regions 
and in non-snowy areas, and were triggered by large vehicles getting stuck on compacted-snow road. 
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